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RCEPは2012年11月に交渉の立上げが合意され、当初、ASEAN10カ国（ブルネイ、カンボ
ジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベ
トナム）に日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、インドを加えた16カ国で交
渉を行っていました。交渉の最終段階でインドが離脱したため、残る15カ国で2020年11月15
日に署名され、2022年１月１日に発効しました。
RCEPは、経済規模、人口、域内貿易額ともに世界の約３割を占めるメガEPAであり、成長著

しいこの地域と繋がることによって、日本やこれらの地域の経済成長に寄与することが期待され
ています。また、特に日本にとっては中国、韓国との間での初めてのEPAであることから、これ
ら貿易量の多い両国との間で、より自由化され、よりハイレベルな共通ルールが構築されること
によって、いっそうの貿易の活性化が期待されています。
本書は、当協会で行われた「RCEP関税・貿易研究会」での研究成果をもとに、RCEPの各章の

全体像を俯瞰し、逐条解説を行い、さらに既存のEPAとの比較を行うことによって、本協定の全
容を詳細に紐解きながら、その特徴を明らかにします。本書を読み解くことによって、今後の日
本の貿易政策やビジネス展開を考えるにあたって、また、本協定を利用して輸出入される皆様に
とっても、その法的根拠を確かめる上で役立つことを願ってやみません。

B5判288頁／定価6,930円（本体6,300円＋税10％）／送料360円／ISBN：978-4-88895-480-8

中国・韓国との間の初のEPA。RCEP協定の全容を逐条解説！
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